
転換期にある「製造企業のサービス成長」研究
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要 旨

我が国でも、欧米諸国に２周回遅れ（20年遅れ）で、「製造企業のサー

ビス成長」研究が「モノづくり」「コトづくり」の対比の形で関心を集め

つつある。一見、研究は過去40年間の研究蓄積により堅固な体系を築いて

いるように映るが、“Transition to service” モデル、サービス発展段階モ

デルなど基本フレームワークは依然検証されない仮説に止まっており、

2010年代央以降、サービス化の意義も含めて、ゼロ・ベースでの見直しが

進行している。本稿では、根本的な見直しが進む「製造企業のサービス成

長」研究について、2000年以降の爆発的な成長発展の過程で得られた研究

成果を中心としてレビューを行い、体系的な理解のための整理を試みた。

キーワード：製造企業のサービス成長（Service-led growth in product
firms）、Transition to serviceモデル（Transition to service
Model）、SSP（service supporting the supplier’s product）、
SSC（service supporting the client’s action in relation with the
supplier’s product）、ソリューション（Solution）

� はじめに

１．目的

「製造企業のサービス成長」研究（Service-led growth in product firms）

は、製造企業が市場・産業の成熟化と競争激化に対応して、製品の開発・製

造・販売からサービスの開発・販売・提供にシフトしている現象（e.g. Oliva

and Kallenberg 2003 ; Tukker 2004 ; Ulaga and Reinartz 2011）を取り扱うも
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ので、新たな収益源の確立、顧客満足とロイヤリティーの確保による市場

シェア維持・アップによる企業成長を目的とするとされる（Eggert et al.

2014）。

「製造企業のサービス成長」研究は、先駆的な研究である Vandermerwe

and Rada（1988）に倣ってサービタイゼーション（“Servitization”）の語で呼

ばれることが多いが、2000年以降「製造企業のサービス成長」研究が発展成

長する過程で、“transition from product to service”（Oliva and Kallenberg

2003）, “product service system（PSS）”（Tukker 2004）, “service infusion”

（Brax 2005）, “hybrid offering”（Ulaga and Reinartz 2011）, “integrated solu-

tion”（Evanschizky, Eangenheim and Woisetchläger 2011）など、多数の研究

者がマーケティング、オペレーション、企業戦略、イノベーション等の専攻

領域からアプローチし、命名してきた。

これらはいずれも、製造企業による、企業成長を目的とした、製品中心か

らサービス中心へのビジネス展開（“the transformational process of shifting

from a product -centric business model and logic to a service -centric ap-

proach”）（Kowalkowski, Gebauer and Oliva 2017）を取り扱うものであり、

Vandermerwe and Rada（1988）の用いた “Servitization” の語よりも、

“Service-led growth in product firms” の語により研究全体を括った方が、研

究全体が目指す目的が明確となり、そして、当該目的の下で諸研究が如何な

る関係に立つかを考察し易くなるため、本稿では「製造企業のサービス成長」

研究と呼ぶこととする1）。

「製造企業のサービス成長」研究は1980年代以降、製造企業の市場成熟期

における成長戦略として着目を集め始めていたものの、研究の本格化は “Go

downstream” をモットーとするWise and Baumgartner（1999）以降のこと

であり、2000年代に研究はテイクオフして急速な成長を遂げ、今日に至って

1）「サービタイゼーション」（“Servitization”）は引き続き「製造企業のサービス成長」

（“Service-led growth in product firms”）研究において「主要概念」（“an overarching
concept”）の地位を占める（Kowalkowski et al. 2017）。
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いる。ただし、過去40年間の研究蓄積にも関わらず、中核的なパラダイムの

構築に関しては成果に乏しく（Brax and Visintin 2017 ; Kowalkowski et al.

2017）、研究者は理論的フレームワークを共有しないまま、徒に事例研究に

偏り、新たなアイデアと論点を付け加えてきたに過ぎないと、近年、厳しい

指摘がなされている（Raddats et al. 2019）。

このため、「製造企業のサービス成長」研究は「バベルの塔」状態に陥っ

ており、改めて理論の体系化と、事例研究に加えて定量研究による検証が求

められている。本稿では、Kowalkowski et al.（2017）に従い、1980年代以降

の先行研究の発展を揺籃期（1980年～2000年前後）、成長期（2000年前後～

2010年代央）、転換期（2010年代以降）に分けて概観し、多数の論者が多様

な専攻領域から次々とアイデアを提供してきた結果生じている、研究の「バ

ベルの塔」状態に一つの「地図」を提供したい。

２．方法・構成

（1）方法

本稿では、まず、1988年１月～2019年12月に刊行された「製造企業のサー

ビス成長」に関連する論文を、マーケティング、経営、経営情報システム、

会計、金融など広範なビジネス研究分野をカバーするデータベース Business

Source Premierを用いて、Raddats et al.（2019）等に倣い、「製造企業のサー

ビス成長」に関連して用いられる主要用語（‘servitization’, ‘product-related

services’, ‘product-service system’, ‘service infusion’, ‘ integrated solutions’,

‘transition from product to services’, ‘industrial services’）により検索した。

その上で、Academic Journal Guide（AJG）により、同ガイドが２以上の

ランクを付した海外査読誌に掲載された英語論文を中心としてリスト化し、

Abstractを精査して製造企業のサービス成長とはテーマ等において関連が希

薄であると判断された論文をリストより除外。さらに、Google Scholarによ

り、AJGランク２以上の海外英語ジャーナルに掲載されたソリューション

関連論文等を補いつつ、最終的にリストに残された93論文を一つ一つ読むこ
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とで、「製造企業のサービス成長」研究における基礎概念、理論的フレーム

ワーク等の展開を整理した。

（2）構成

以下、「製造企業のサービス成長」研究について、まず、Ⅱで研究前史を

取り扱った後、Ⅲで2000年以降の爆発的な研究の成長を概観する。

Ⅲでは、第一に、研究の基本フレームワークとされる Oliva and Kallenberg

（2003）の “Transition to Service” モデルとMathieu（2001b）による SSP・

SSC分類を取り扱い、その上で、実務家の高い期待にもかかわらず、「製造

企業のサービス成長」がなかなか企業収益等にプラスの効果をもたらさない

結果（Service Paradox）、実務家より寄せられた「製造企業は如何にサービ

ス成長を遂げるべきか」との問いに答える形で、研究者がどのように、

“Transition to Service” モデル等を敷衍しつつ、サービス成長に係る戦略研

究に取り組んだかを分析する。

第二に、「製造企業のサービス成長」研究は、Wise and Baumgartner

（1999）の Havard Business Review掲載を契機として成長し始めたことに象

徴されるように、実務家の関心に応えようと努力してきており、製造企業の

サービス成長に最適化された組織（Organization）は何か、サービス成長に

求められる経営資源（Resource）及びケイパビリティ（Capability）はどの

ようなものかが一つの研究の柱となっている。また、「製造企業のサービス

成長」戦略の流れから、外部のソリューション研究の影響を受けつつ、製造

企業のサービス化を「ソリューション」の観点から捉え直す動きが進行中で

あり、本稿でも、ソリューション関連研究の展開を概観する。

Ⅲで示すように、「製造企業のサービス成長」研究は爆発的成長を遂げた

ものの、研究者が新たなテーマや課題に飛びつき事例研究等による暫定的結

論で事足れりとし、先行研究を検証して理論的フレームワークを構築する取

組に熱心でなかった結果、2010年代央以降、研究の見直しの必要が唱えられ

るようになり、転換期を迎えている。そこで、Ⅳでは、2010年代央以降の研
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究の見直しについても概観する。

Ⅱ 「製造企業のサービス成長」研究前史

Ⅲ 「製造企業のサービス成長」の成長期

１．概観

２．“Transition to Service” モデル

３．Mathieuによる SSP・SSC分類

４．サービス成長の効果とサービス成長戦略に係る研究

５．組織、経営資源、ケイパビリティ研究

６．製品・サービスの組合せに代わるソリューション研究

Ⅳ 転換期を迎えた「製造企業のサービス成長」研究

１．サービス化の意義の見直し

２．“Transition to service” モデルの見直し

３．顧客・サプライヤーの閉ざされたモデルからネットワーク・モデ

ルへの転換

Ⅴ 結語

� 「製造企業のサービス成長」研究前史

現在、我が国においても、「モノづくり」と「コトづくり」との対比によ

り、「製造企業のサービス成長」が欧米製造企業に対して「２周回遅れ」（約

20年遅れ）で議論されているが、「サービス成長戦略」（“Service growth strat-

egy”）は、決してアイデア自体は新しいものではなく、1800年代に遡れる

とされる（Schmenner 2009）。製造企業の市場成熟期における成長戦略とし

ての「製造企業のサービス成長」研究が揺籃期を迎えたのは1980～2000年の

ことであり、先駆的研究である Vandermerwe and Rada（1988）以降、研究

の対象領域や可能性の模索が始まる。

Vandermerwe and Rada（1988）は公表時に必ずしも注目を受けたわけで
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はないが、製品とサービスを独立事業領域として区別することは時代遅れで

あり、製品とサービスの統合的組合せ（integrated bundles）又は統合的シ

ステム（integrated systems）提供をグローバル市場における競争戦略とし

て提示、研究史上、画期を成した。彼等はこれを「製造業のサービス化」

（“servitization of business”）と呼び（正確には製造業に限らず全業種のサー

ビス化を念頭に置いた）、「製品とサービスの組合せによる顧客価値の実現」

（“the addition of service to core product offerings to create additional cus-

tomer value”）が製造企業の付加価値となるとした。

Vandermerwe and Rada（1988）発表後、「製造企業のサービス成長」研究

は直ちに注目を集めたわけではなく、一部の研究者により、静かながらも、

着実な研究が進められることとなる。研究が実務家・研究者から大きな注目

を集めるに至ったのは、“Go downstream”をモットーとするWise and Baum-

gartner（1999）が契機であり、同論文が Harvard Business Reviewに公表さ

図１ 「製造企業のサービス成長」研究の発展成長
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れると、2000年代に「製造企業のサービス成長」研究はテイクオフし、「爆

発的」とも評し得る成長を遂げた。

Wise and Baumgartner（1999）は、これまで製造企業が製品開発・販売に

関心をフォーカスし、研究開発による製品イノベーションと垂直統合による

大量生産・コスト削減に専心してきたことに異議を唱え、市場の成熟化と新

興国メーカーとの競争に対し、販売時だけでなく製品ライフ・サイクルに即

したサービスの提供、顧客の抱える課題に対して製品とサービスの組合せに

よるソリューション提供等に製造企業はフロンティアを求めるべきとした。

当時、IBM、GE、Xerox、Honeywell等がサービス化により企業革新に成功

しており、サービス成長戦略が幅広い実務家の関心を集めていたことから、

「製造企業のサービス成長」研究は成長を後押しされることとなった。

� 「製造企業のサービス成長」研究の成長期

１．概観

2000年以降、「製造企業のサービス成長」研究は爆発的成長をスタートし、

Ⅰでも言及したように、各論者が “Transition from product to service”（Oliva

and Kallenberg 2003）, “Product-service system（PSS）”（Mont 2002 ; Tukker

2004）, “Service infusion”（Brax 2005）, “Hybrid offering”（Ulaga and Reinartz

2011）, “Integrated solution”（Davies 2004 ; Evanschizky, Eangenheim and

Woisetchläger 2011）等の概念を提唱するなど、百家争鳴の状態となった。

これらの研究は、いずれも製造企業の製品中心からサービス中心へのビジ

ネス展開2）をテーマとし、製造企業のサービス成長を取り扱う点で、Van-

dermerwe and Rada（1988）を先駆者とする「製造企業のサービス成長」研

究の射程に入るものであったが、各研究者の専攻分野が異なり、それに伴い

出発点となる問題も多様多岐に渉ったため、一見、研究に共通性がなく映じ、

結果として、研究者が相互連携のないままに同時多発的に研究を精力的に推

2） “the transformational process of shifting from a product-centric business model and
logic to a service-centric approach”（Kowalkowski, Gebauer and Oliva 2017）
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進することとなった。

ただし、「製造企業のサービス成長」研究にも、研究者に広く共有された

基本概念が成立しなかったわけではなく、2000年代、Mathieu（2001b）によ

る SSP（service supporting product）と SSC（service supporting the client）

のサービス分類、Oliva and Kallenberg（2003）による “Transition to service”

モデルなど、その後の研究において出発点となる基礎概念が確立された。

“Transition to service” モデルは製造業のサービス化の実証分析のために概

念装置として考案されたが、爾後の研究では、「製造企業のサービス成長」の

基本モデルとして受容されることとなった。また、Mathieuの SSP・SSC分

類は、製造企業が如何に “Transition to service” を進めるかに関する戦略研

究において、マトリックス分析の一つの軸として採用され、論者により多様

な発展を遂げる。

なお、研究の成長発展とは裏腹に、現実の企業経営において、製造企業の

サービス成長は実現容易ではなく、巨額のサービス投資が企業収益に改善効

果をもたらさない “Service paradox”（Gebauer, Fleisch and Friedli 2005）が

発生。これに対応して、「製造企業のサービス成長」研究では、サービス成

長を如何に達成するか、コア・ビジネスを如何に製品販売からソリューショ

ン提供にシフトするか、顧客ニーズを如何に把握してサービスにイノベー

ションをもたらすか等も重要課題となり、製造企業のサービス成長の成功・

失敗の要因に関する探究に重点が置かれるようになる。

２．“Transition to Service” モデル

これまで最も引用された論文である3）Oliva and Kallenberg（2003）は、工

作機械・産業機械メーカー11社を対象としたフィールド調査に基づき、初め

て製造企業のサービス成長とサービス・プロバイダへの変容プロセスを “an

unidirectional transition from a pure product manufacturer to a pure service

3） Kowalkowski, Gebauer and Oliva（2017）
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provider along a product-service continuum” としてモデル化した。

Wise and Baumgartner（1999）が、製造企業のサービス提供において設置

ベース（“Installed base”）を活用する重要性に着眼したのを受けて、Oliva and

Kallenberg（2003）は、工作機械メーカー等が顧客企業に販売・設置した機

械・設備を更なるビジネス展開の起点として、伝統的なスペア部品供給等の

サービスに止まらず、顧客が製品使用のライフ・サイクルに即して各局面で

直面する課題を解決するソリューション提供を新たに「製造企業のサービス

成長」のチャンスとすることを提案した。

設置ベースを起点として製品ライフ・サイクルに即したサービス提供を行

うには、製造企業は、顧客が自社プロセスで如何に機械・設備を使用するか

を理解した上で、顧客ニーズにカスタマイズしたソリューションを提供しな

ければならないが、Oliva and Kallenberg（2003）は、そのためには製造企業

からサービス・プロバイダへの変容が必要であり、“disruptive developments

of new capabilities as response to strategic threats and opportunities” が求め

られるとした。

製造企業とサービス・プロバイダでは行動原理・文化が異なるが、Oliva

and Kallenberg（2003）の想定するサービス・プロバイダへの変容過程では、

図２ The product-service continuum
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製造企業は両者の要素を抱え込むこととなり、絶えず内部対立の危険に曝さ

れることとなる。この点、Oliva and Kallenberg（2003）は、製造企業は変容

過程の初期にサービス専門部門を設立することがサービス・プロバイダに向

けた円滑な移行に重要であると指摘し、「製造企業のサービス成長」研究に

おいて重要論点となる組織論の先駆けとなった。

冒頭に述べたように、Oliva and Kallenberg（2003）は、製造企業のサービ

ス化の分析装置として “Transition to service” モデルを初めてデザインした。

その後の研究において、製造企業が円滑かつ連続的にサービス・プロバイダ

に変容していくプロセスは、明示黙示を問わず「製造企業のサービス成長」

研究の基本フレームワークとして継承されるが、論者自身は “such evolution

is not expected and, indeed, did not find evidence for it”と述べており、“Tran-

sition to service” モデルはあくまでも仮説に過ぎず実証研究による確認・修

正が必要であったにもかかわらず、論者の意図とは別に独り歩きしてドグマ

化した感が否めない。

３．Mathieuによる SSP・SSC分類

2000年代、Oliva and Kallenberg（2003）による “Transition to services” の

モデル化を受けて、PSS（Mont 2002 ; Tukker 2004）, “Service infusion”（Brax

2005）, “Hybrid offering”（Ulaga and Reinartz 2011）等のサービス成長モデ

ルが提唱される。いずれも製造企業が製品とサービスの組合せにより顧客価

値を実現して競争優位・収益向上・市場シェア改善を達成するもので、製品

とサービスの組合せにおいてサービスは如何なる価値を顧客に提供するのか、

組合せは “Good dominant logic” あるいは Service dominant logic” のいずれ

によるのかなど、サービスの特性をどのように把握・理解するかが論点と

なった。

Mathieu（2001b）は、企業ヒアリング調査に基づき、製品と関連したサー

ビス提供である SSP（“service supporting the supplier’s product”）と、製品

サポートから独立して顧客プロセスにおいて顧客の活動をサポートする
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SSC（“service supporting the client’s action in relation with the supplier’s prod-

uct”）の 2つにサービスを分類することを提案。Mathieuの問題意識は、製

造企業が如何に SSCの開発・提供により差別化と企業成長を達成するかに

あり、SSPは機械設備の保守・設置・修理故障など、伝統的に製造企業が製

品販売に伴い付随サービスとして提供してきた「義務的」なものであるのに

対し、SSCは、販売金融等のファイナンス、顧客従業員に対する機械設備

の使用トレーニング、機械設備の活用等に関するコンサルティングなど、製

造企業が顧客の事業プロセスに積極的に関与するサービスであると対比的に

捉える見方を初めて提示した。

このMathieu（2001b）のサービス分類は「製造企業のサービス成長」研

究において頻繁に引用・参照される研究の一つであり、Oliva and Kallenberg

（2003）も “Transition to service” モデルを敷衍して、製造企業のサービス・

プロバイダへの移行を二次元フレームワーク分析した際に、一つの価値軸と

して用いている。“Transition to service” モデルを拡張した Tukker（2004）

及び Neely（2008）、Raddats and Easingwood（2010）、Ulaga and Reinartz

（2011）、Windahl and Lakemond（2010）においても、Mathieuによる SSP・

SSC分類は二次元フレームワーク分析の一つの基準として採用されている。

例えば、Ulaga and Reinartz（2011）は、製造企業が顧客提供するサービ

ス（Industrial services）を分類し、“Transition to service” の成功につなが

る主因を探求、22企業のシニア・マネージャーを対象とする事例研究から、

製造企業のサービス化に係る二次元フレームワークを考案した。このフレー

ムワークにおいて、彼等は、サービスが製品に向けられたものか、顧客プロ

セスに向けられたものなのか、Mathieuによる SSP・SSC分類に相当する基

準を一つの軸に採用し、サービスが「特定の行為（“perform a deed”）」を

約束するものなのか（input-based）、あるいは「特定の成果（“achieve per-

formance”）」を約束するものか（output-based）を他方の軸に組み合わせる

ことで、製造業のサービス化の取組をマッピング。特定企業のサービス化が

どのように変化していくか、プロセスを分析した。
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なお、Eggert et al.（2014）は、各種機械メーカー513社の長期データ用い

て、SSCには企業収益や個別事業収益と直接的な関係が認められるのに対

し、SSPには企業の財務実績とは間接的な関係しか認められない（機械販売

増は企業収益の改善と顧客に納品した製品に関する修理・保守点検サービス

機会を増やすが、その逆の連関はない）ことを明らかにしたが、サーピス化

と企業収益との相関関係に関する分析研究でも、Mathieu（2001b）のサー

ビス分類は広く活用されてきた。

４．サービス成長の効果とサービス成長戦略に係る研究

（1）“Service paradox”

Wise and Baumgartner（1999）を契機として「製造企業のサービス成長」

研究はテイクオフし急速な成長発展を遂げたが、現実の企業経営において、

製造企業のサービス成長は実現容易ではなく、巨額のサービス投資が企業収

益に改善効果をもたらさない “Service paradox”（Gebauer, Fleisch and

Friedli 2005）が指摘され、実務家から、「製造企業のサービス成長」の市場

成熟化に対する戦略としての有効性に疑義が投げかけられる。

これに対し、Gebauer, Fleisch and Friedli（2005）は、“service paradox”

は企業経営者が製造企業の “Good-dominant logic”に囚われ、製造企業のサー

ビス成長に不可欠な、企業組織・文化の “Service-dominant” への転換に手を

拱いているのが要因であると反論。経営者がリーダーシップを採り、顧客へ

の価値提供においてサービスにフォーカスし、社内において市場志向型の

サービス開発プロセスを確立した上で、顧客との協働によりサービス開発・

供給すべきであると主張した。

（2）サービス成長の企業業績に対する影響

事例研究依存が批判される「製造企業のサービス成長」研究において、

サービス成長の企業業績に与える影響については、例外的に定量研究が蓄積

された。サービス成長の評価基準として、企業収益（revenue）（Antioco et
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al. 2008）、企業価値（Firm value）（Fang, Palmatier and Steenkamp 2008）、

企業収益率（profitability）（Eggert, Thiesbrummel and Deutscher 2015）等

が提案され、製造企業の提供するサービスの市場価値については、サービス

購入企業数、サービスの範囲の広狭等により測るなど様々なアイデアが提唱

されたが（Visnjic, Kastalli and Van Looy 2013）、Eggert et al.（2014）が指摘

するように、いずれの評価指標も不完全であり、いまだ製造企業のサービス

化はパフォーマンスの定量評価の枠組みが定まっていない。

ただし、個別指標に基づく研究成果としては、Benedettini, Neely and

Swink（2015）は、新たな資源、能力、組織改革が求められる初期段階にお

いて製造企業のサービス化のパフォーマンスは低く、Kohtamäki et al.（2013）

は、企業収益に明らかにプラス効果をもたらすようになるにはサービス収益

は一定の閾値を超える必要があることを明らかにした。Fang, Palmatier and

Steenkamp（2008）は、477企業の1990～2005年のデータを解析、サービス収

益が企業収益の20～30％を超えるまで、サービス化の企業収益に対する影響

は軽微に止まり、却ってマイナスとなることもあるが、この閾値を超えると

「企業価値」が加速的に増大することを実証した。

（3）サービス成長戦略

“Service paradox” に直面した実務家の問いは「製造企業は如何にしてサー

ビス成長を達成することができるのか」であったが、製造企業のサービス化

が企業収益に与える効果が定量化できない（客観的な数値指標が設定できな

い）中、サービス成長の戦略研究は難航する。

Gebauer（2008）は、製造企業が顧客に提供するサービスの種類に応じて、

製品販売後のアフター・サービスに専心する「アフター・サービス提供者

（After-sales service provider）」、顧客の R&Dをサポートする「開発パート

ナー（Development partner）」など４つのサービス化戦略を整理。また、Löf-

berg, Witell and Gustafsson（2010）は、「製造企業のサービス成長」戦略を

左右する要素として、サプライヤーである製造企業の企業規模、顧客ニーズ、
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競合企業の事業状況、製品特性等があり、戦略策定で考慮に入れるべきこと

を事例研究により指摘している。

さらに、Dachs, Biege, Borowiecki, Lay, Jäger and Schartinger（2014）は、

広く EU企業を対象として、先行事例研究を参照しつつ企業収益データを解

析したところ、サービス成長戦略はニッチ戦略を採る小規模企業と製品差別

化戦略を採る大企業には適合的であるが、中堅・中小製造企業には有効な戦

略オプションたり得ない可能性があることを明らかにするなど、サービス成

長戦略研究では、一部に注目すべき業績が見られたに止まった。

（4）“Transition to Service” モデルに基づくサービス化マップ

本来、製造企業が顧客に提供する、製品・サービスの組合せなり、ソ

リューションなりは、それが如何に革新的なものであれ、競争優位確立に向

けた企業戦略の一部分を構成するに過ぎず、企業戦略における位置づけを明

確化する必要がある。しかしながら、「製造企業のサービス成長」研究では、

企業価値なり企業収益なり、企業成長を測る指標を設定できず、結果的に客

観指標に基づく体系的な成長戦略を具体化できなかった。

①“Transition to service” モデルに基づくサービス化

そこで、便法ながら、「製造企業のサービス成長」研究では、サービス成

長の道標・方法を求める実務家等の求めに対して、まずは、“Transition to

service” モデル（“an unidirectional transition from a pure product manufac-

turer to a pure service provider along a product-service continuum”）に基づ

き、製造企業が如何に円滑かつ連続的にサービス・プロバイダに変容してい

くかを論じた。

Wise and Baumgartner（1999）、Oliva and Kallenberg（2003）は、製造業

のサービス化を企業・市場を捨象した形で捉え、製造業全般において、如何

に製品とサービスの組合せにより顧客に価値提供するかを問い、価値提供の

重心が製品からサービスにシフトする過程を製造企業（pure manufacturer）
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からサービス・プロバイダ（pure service provider）への変容としてモデル

化（前掲図２参照）。その上で、Oliva and Kallenberg（2003）は、製造企業

が製品の設置ベースで、製品ライフ・サイクルに沿って購入（acquisition）、

設置（installation）、運転（operation）、改良改善（upgrade）、廃棄（decommis-

sion）等に係るサービスを提供し、顧客が製品の使用価値を十全に実現でき

るよう配慮することを製造企業のサービス化として提示した。

②サービス発展段階論

この Oliva and Kallenberg（2003）のモデルではサービス化の道程が曖昧

であったため、Tukker（2004）, Neely（2008）は、製造企業からサービス・

プロバイダへの連続的な変容過程を前提とするサービス発展段階論を提示。

Tukker（2004）は、経営戦略・マーケティングなどの既往研究の知見を踏ま

え、Oliva and Kallenberg（2003）が具体化できなかったサービス化プロセス

に関し、「製品志向（Product-oriented）、「使用志向（Use-oriented）」、「結果

志向（Result-oriented）」の３段階発展論を提示した（図３参照）4）。

第一に、製品志向段階では、企業は製品販売に重点を置き、サービスを製

品販売に付加（add-on）して提供し、サービスは伝統的なサービスである保

守点検・故障修理、機械設備設置、部品補給等の製品関連サービス（Product-

related service）や、製品の最適使用に係るコンサルテーションに止まる

（Kowalkowski et al. 2015）。サービスは標準化され個別取引で完結し、サー

ビスの結果ではなく提供自体により対価を得る “input-based” のものである

（Ulaga and Reinartz 2011）。

第二に、続く使用志向段階では、顧客は引き続き特定企業の特定製品を選

んで使用するが、実は顧客は製品そのものではなく、製品の機能を求めるに

4） Tukkerは、製造企業のサービス化に関して、持続可能な経済活動のための省資源・

省エネルギー・システム（Goedkoop, Van Halen, Te Riele and Rommens 1999）の観

点からアプローチし、環境配慮型の製造企業システムたる PSS（Product Service Sys-
tem）とは何かを探求。市場成熟化や新興国メーカーとの競争などへの「解」として

の製造企業のサービス成長を経営戦略の観点から研究してきたわけではなかった。

転換期にある「製造企業のサービス成長」研究 175



過ぎなくなり、製品の購入・所有を欲しなくなるとする（Mont 2002）。顧

客は製品を自己所有化せずとも、製品の機能を必要な時に利用できれば十分

であることから、Tukker（2004）は、製造企業は顧客の要望に対応して製品

のリース、賃貸、シェアリング等のサービス提供を使用志向段階では行うべ

しとした。

第三に、最後の結果志向段階では、製造企業は顧客に対して結果・能力を

サービス提供する（Cook, Bhamra and Lemon 2006）。重要であるのは結果・

能力であり、製造企業は顧客が求める結果や能力を実現できる製品を特定し

て、サービス提供に先立ち顧客に使用機種を説明するものの、製品の使用方

法・態様等については相談せず、自ら製品を使用して価値提供する。サービ

スへの対価は、製品志向段階とは異なり、サービス提供ではなくサービス提

供の結果に対して支払われる、“output-based” のものとなるとした（Ulaga

and Reinartz 2011）。

図３ Tukker（2004）の Product-Service System
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以上のように Tukker（2004）は、製品志向、使用志向、結果志向と段階

が進むにつれて、製造企業の提供する Product Service Systemはカスタマイ

ズの程度が高度化し、顧客・サプライヤー関係もより緊密化し、製造企業の

サービス成長が可能となるとした。

また、Neely（2008）は、Tukker（2004）の提示した製品志向、使用志向、

結果志向の３段階モデルに「統合志向（Integration-oriented）」「サービス志

向（Service-oriented）」段階を追加。統合志向とは、企業が垂直統合により

製造バリュー・チェーンの川下に展開、製品関連サービスを事業に取り込み、

製品志向型サービスの本格実施に向けた準備を行う段階とした。製品志向段

階と使用志向段階の間に挿入されたサービス志向段階について、Neely

（2008）は、製品志向段階では製品にサービスが付加（add-on）されるのに

過ぎないのに対し、サービス志向段階では、製品とサービスが結合ないし一

体化されて顧客価値を実現するとした（遠隔モニタリング技術を活用した車

両監視システム、ハードとソフトの結合による生産設備の稼働中止時間の最

小化等を例示）（図４参照）。

なお、サービス化企業は、このサービス化の過程で、顧客ニーズとオペ

レーションに関する知識を蓄積し、顧客に代わり顧客プロセスを管理・運転

する（managing/operating customer processes）能力を形成 し て い き

（Helander and Möller（2007））、結果志向段階では、企業はパフォーマンス

のみを保証するソリューション・プロバイダ化するとした5）。

図４ Tukker（2004）モデルの修正
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（5）“Transition to Service” モデルに依拠した二次元フレームワーク

上記のサービス化マップは実務家からのサービス化戦略の具体化要望に対

する真摯な取組であったが、土台となる “Transition to service” モデルは

“product-service continuum” 上での製造企業からサービス・プロバイダへの

単線経路移行をモデル化したものであり、個別製造企業の置かれた状況を踏

まえ、顧客ニーズに応える上でサービス化を如何に進めるべきかを考察する

には、やや一面的に過ぎた。

このため先行研究は、製造企業のサービス化を複眼的に把握すべく、

“Transition to service” を二次元フレームワークにより捉え直し、二次元フ

レームワークに製造企業のサービス化をマッピングして、個別企業に即した、

より高度なサービス化戦略を考察する方向に進む（Ferreira et al. 2013 ;

Mathieu 2001a ; Oliva and Kallenberg 2003 ; Penttinen and Palmer 2007 ; Mat-

thyssens and Vandenbempt 2008, 2010 ; Raddats and Easingwood 2010 ; Ulaga

and Reinartz 2011）。

まず、Matthyssens and Vandenbempt（2008）,（2010）は、“product-service

continuum” 上での価値提供における製品・サービス間の重心のシフト状況

を一方の次元に設定し、これに対して、個別顧客ニーズに応じた、製品・

サービスの組合せのカスタマイズ度をもう一方の次元として組み合わせ、①

標準化と製品志向を重視する「アフター販売サービス」、②標準化とサービ

ス志向を重視する「サービス・パートナー」、③カスタマイズされた製品志

向の「ソリューション・パートナー」、④カスタマイズされたサービス志向

の「バリュー・パートナー」のサービス化類型を考案。この「２×２マトリッ

クス」に製造企業のサービス化をマッピングして、個別企業に応じた、より

高度なサービス化に向けた移行戦略を考えることを提案した。

5） 例えば、プリンター製造企業が顧客にプリンターを提供し（所有権は製造企業に保持

されたまま）、予防保全を含めた保守管理により常時プリンターを使用可能な状態に

することを顧客に保証し、これに対して、顧客はプリンターの使用に応じてプリン

ター製造企業に課金を支払うのが結果志向段階のサービス提供であり、Macdonald,
Kleinaltenkamp and Wilson（2016）はこれを “value in use” の提供と呼んだ。
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また、Raddats and Easingwood（2010）は、Mathieu（2001b）の SSP・SSC

分類を踏まえて製品・サービスの組合せが製品サポートに向けられたものか

（基本）、顧客プロセスに着眼して顧客の価値実現をサポートするものか（先

端）の区別を一方の次元に採り、同時に、製品・サービスの組合せにおいて

製品・サービスをすべて内製するか、外部調達も認めるかをもう一方の次元

に設定。この２次元により、①PSS構築を自社製品に限定する基本サービス

戦略、②PSS構築では他社製品にも対応する基本サービス戦略、③PPS構築

を自社製品に限定する先端サービス戦略、④PSS構築において自社内製に拘

泥しない先端サービス戦略の４サービス化類型を考案。この「２×２マト

リックス」に製造企業のサービス化をマッピングし、個別企業に即した移行

戦略を考察することを提案した。

図５ Hybrid Offering of Products and Services
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（出所）Ulaga and Reinartz（2011）
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さらに、Ulaga and Reinartz（2011）は、Raddats and Easingwood（2010）

と同様に、製品・サービスの組合せが製品サポートに向けられたものか、顧

客プロセスに着眼して顧客の価値実現をサポートするものかの区別を一方の

次元に採り、同時に、サービス提供の行為自体が目的であるのか（Deed）、

サービスの結果が目的であるのか（Performance）をもう一方の次元に設定

し、①製品ライフ・サイクル・サービス、②プロセス・サポート・サービス、

③資産効率化サービス、④プロセス代理サービスの４類型を考え、「２×２

マトリックス」に製造企業のサービス化をマッピングして、個別企業の移行

戦略を検討することを提案した（図５参照）。

（6）戦略研究の困難さ

「製造企業のサービス成長」研究では、Service paradoxの要因を解明で

きず、サービス化が企業収益等に与える効果も数値化できなかったこともあ

り、いまだ、実務家も依拠できる、客観的なサービス化戦略を具体化できて

いない。Baines and Lightfoot（2014）は、サービス成長が製造企業の競争優

位確立のための重要なオプションであり、サービス成長戦略の研究継続の重

要性を訴えたが、マッピングも含めて戦略研究は次第に低調となる。

こうした中、Josephson et al.（2016）は、168企業の事例研究に基づき、

資源制約や企業内対立等によりサービス成長には不確実性が大きく、長期的

なサービス化戦略は立案することも維持することも難しいことを実証。製造

企業のサービス成長の成否は、如何なるサービスを顧客に提供するかだけで

は決まらず、企業文化や人的資源管理の改革の成否にも左右されるため

（Homburg, Fassnacht and Guenther 2003）、「製造企業のサービス化は如何

に進めるべきか」との実務家の問いに対し、戦略のみを取り出して答えるこ

とにはそもそも限界があった。
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５．組織、経営資源、ケイパビリティ研究

（1）製造企業のサービス化に最適化された組織の模索

製造企業のサービス成長は、戦略だけでなく、企業文化や人的資源管理等

の組織の問題が深く関係する。この点、Oliva and Kallenberg（2003）は、製

造企業とサービス・プロバイダの間での行動原理・文化の相違を認め、製造

企業はサービス化の過程で両者の要素を抱え込み、絶えず内部対立の危険に

曝されるため、“Transition to service” 過程の初期にサービス専門部門を設

立することが重要であるとした。

製造企業のサービス化が企業収益改善等につながらない問題を取り扱った

Gebauer, Fleisch and Friedli（2005）も、“Service paradox” は企業経営者が

製造企業の “Good-dominant logic” に囚われ、企業組織・文化の “Service-

dominant” への転換に手を拱いているのが要因であると指摘。経営者がリー

ダーシップを採り、顧客への価値提供においてサービスに注力し、市場志向

型のサービス開発プロセスを確立した上で顧客との協働によりサービス開

発・供給する企業組織を構築すべきとした。

Gebauer, Fleisch and Friedli（2005）に俟つまでもなく、サービス成長に

関する戦略決定は組織デザインと関連する。Raddats and Burton（2011）は

事例研究に基づき「組織は戦略に従う」として「組織改革に先立ち戦略策定

すべき」としたが、組織デザインも戦略策定に影響を及ぼすのも事実であり、

製造企業は独立したサービス部門を分離設置すべきか、製造部門とサービス

部門を統合したままにしておくべきかを決する必要がある。Neu and Brown

（2005）は IT企業４社の事例研究に基づき、サービス部門と製造部門の協

力・協働の緊密化のため両部門の統合を勧めるが、Oliva and Kallenberg

（2003）以来、製造部門とサービス部門の分離独立が有力となっている（Oliva,

Gebauer and Brann 2012）。

サービス部門の分離独立のメリットは、第一に、製品開発・製造・販売に

制約されないサービス開発が可能となる、第二に、サービス部門が自己の業

績に説明責任を負うことでサービス収益向上につながり、企業文化をより
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サービス志向型に転換できる点にある（Oliva, Gebauer and Brann 2012）。

ただし、Auguste, Harmon, and Pandit（2006）は、サービス化が未成熟であ

るか、サービス化が既存の製品事業の市場シェア維持等の「防衛」を目的と

する場合には、サービス部門の分離独立は必ずしも最適組織デザインではな

いとしている点には注意を要する。

なお、Davies, Brady and Hobday（2007）, Gebauer and Kowalkowski（2012）

は、Oliva and Kallenberg（2003）が主張する、サービス化初期段階における

サービス部門の分離独立の必要性に賛同しつつも、他方で、高度にサービス

化が進んだ段階では、顧客と向き合い顧客ニーズを把握する組織を設置し、

顧客に提供する PSSやソリューションの標準化のために製品部門・サービ

ス部門をコーディネートさせる必要があるとした。そして、企業組織におい

て、顧客と向き合い販売・サービスを担当するフロント・エンド組織と、製

品・サービスの開発・製造・供給を担当するバック・エンド組織を如何に協

働させるかを巡り、最適組織について研究が行われた。

後述するように（Ⅲ５参照）、Tuli, Kohli and Bharadwaj（2007）は、製造

企業が顧客プロセスにおいて顧客とのコンタクトにより課題を把握し、要す

れば顧客と協働して課題解決にあたるソリューション（solution）として

「製造企業のサービス化」を捉え直すことを主張。その後、「製造企業のサー

ビス成長」研究では、顧客との協働プロセス（“a customer-supplier relational

process”）の解明に多大な努力が払われたが、顧客との協働に関連して、顧

客と直に向き合うフロント・エンドとバック・エンドの両組織を如何に協働

させるかが更に研究されるに至った（企業全体のサービス化戦略を企画立案

し統合実施する独立組織の設立が一部研究より提案）。

（2）経営資源及びケイパビリティ研究

Eloranta and Turunen（2015）の先行研究レビューの指摘を俟つまでもな

く、製造企業のサービス化では Resource-based viewの観点から研究が積み

重ねられてきた。
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①製造企業のサービス化と経営資源・ケイパビリティ

製造企業がサービス化のために要する経営資源として、（i）committed sen-

ior managers（Alghisi and Saccani 2015）、（ⅱ）the development of key per-

formance indicators to assess customer value and financial resources

（Barquet, De Oliveira, Amigo, Cunha and Rozenfeld 2013）、（ⅲ）digital tech-

nologies（Baines and Lightfoot 2013）、（ⅳ）‘people’, the ability to train and

motivate them and their ability to act as a conduit for customer information

（Santamaría, Nieto and Miles 2012）、（ⅴ）a critical mass/economies of scale

in service deployment（Visnjic Kastalli and Van Looy 2013）等が事例研究さ

れてきた。

ただし、事例研究の多くは、製造企業からサービス・プロバイダへの移行

過程で必要となる経営資源をすべて取り扱うわけではなく、製造企業が

「サービス化」以前より保有し自社単独で管理できる経営資源のみを対象と

して、“good-dominant logic” 分析に終始してきた。この点は、ケイパビリ

ティ研究でも同様であり、先行研究は、製造企業がサービス化において自社

の既存の経営資源を適正に配置（configuration）し実装（deployment）する

のに必要となるケイパビリティに関心を集中し（Ulaga and Reinartz 2011）、

“good-dominant logic” 分析に注力する、限定的なものとなっている。

主業績としては、Storbacka（2011）は仮説形成的推論により “solution busi-

ness model framework” を構築、製造企業がサービス化過程で企業内部の経

営資源の調整・協働のために要するケイパビリティを分析した。Rönnberg

Sjödin, Parida and Kohtamäki（2016）は、スウェーデン製造企業のデータ・

セットを解析し、企業文化の革新とイノベーションに求められるケイパビリ

ティを明らかにし、Salonen and Jaakkola（2015）は事例研究によりサービス

やソリューションのモジュール化に必要となるケイパビリティを論じた。

②サービス化に向けた企業連携と経営資源・ケイパビリティ

Matthyssens and Vandenbempt（2008）は、製造企業がサービス化に要す
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るケイパビリティをすべて内部開発・調達できない場合、企業連携が必要と

なる可能性を示唆。これを受けて、Saccani, Visintin and Rapaccini（2014）

等は、製品・サービスの組合せ提供においてサービスのウェイトが高まるに

つれ、企業連携が成功を左右することを事例研究で示した。

この点、「製造企業のサービス成長」研究の指導的存在である Baines and

Lightfoot（2013）は、製造企業のサービス化における企業連携の意義に懐疑

的であり、唯一、サービスの顧客提供時に企業関係のマネジメント能力を要

するとしたが、Eggert, Böhm and Cramer（2017）, Kindström（2010）は、企

業連携が必要なのはサービス提供に限らず、製造企業が競合他社に優るサー

ビスを開発する上でも企業連携は重要なツールであり、企業連携に係るケイ

パビリティも重要であるとの立場を採り、見解が分かれた。

なお、Forkmann, Ramos and Naudé（2017）、Story, Raddats, Burton

Zolkiewski and Bains（2017）は、サービス開発・提供では、顧客プロセスへ

の関与と顧客との協働が不可欠となることから、製造企業のみならず顧客企

業においても、サプライヤーと企業連携するケイパビリティが不可欠である

ことを事例研究で示した。

③経営資源の相互補完

「製造企業のサービス成長」研究では、サプライヤーである製造企業の内

部にフォーカスが当てられてきたが、サービス開発・提供が顧客プロセスへ

の関与と顧客との協働を伴うことから、製造企業単独ではなく、製造企業・

顧客など複数主体による価値創造プロセスとしてサービス化を捉えるべきと

の見方が2010年代以降強まる。

Spring and Araujo（2013）は、長期の事例研究により、製造企業が企業の

枠を超えて能力を形成・獲得するケイパビリティを明らかにし、Paiola, Sac-

cani, Perona, and Gebauer（2013）は、製造企業のサービス能力を内部開発、

外部調達、共同開発に分類、“Transition to service” モデルの “a product-serv-

ice continuum” と組み合わせ、二元マトリックスによりサービス化戦略を論
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じた。

なお、製造企業のサービス化における、製造企業・顧客間のケイパビリ

ティの相互補完は多数研究（Eloranta & Turunen 2015 ; Salonen and Jaakkola

2015 ; Story et al. 2017）で確認されているが、両者の役割がサービスの開

発・提供者と需要者に固定された形での分析であり、両者がサービス開発で

協創関係に立つ場合等に関する研究には乏しい（Kreye 2017）。

６．製品・サービスの組合せに代わるソリューション研究

（1）製造企業のサービス化研究とソリューション研究の合流点

「製造企業のサービス成長」において、製造企業は製品とサービスの組合

せにより顧客に価値提供を行うに当たり、自社の製品を一方の構成要素とし

て、これに一方の構成要素であるサービスと組み合わせることが想定されて

いる。ただし、“Transition to service” モデルでは、製造企業がサービス・

プロバイダに移行すればするほど価値提供に製品の占めるウェイトは低下し、

また、SSCが顧客プロセスにおける顧客サポートの最適化を目的とするな

らば、製品・サービスの組合せにおいて製品は自社製、他社製を問わず最適

なものを使用すべきこととなる。

すなわち、顧客への価値提供において、サービス化が進めば進むほど、製

造企業は（自社製品の販売促進を目的とする）製品とサービスの組合せに拘

泥する必要はなくなり（第一義ではなくなり）、自社製品の販売促進を差し

置いて顧客課題の解決に専心することとなる。極論すれば、製品とは無関係

にサービスのみで構成される価値提供もあり得ることとなり、「製造企業の

サーピス成長」において顧客に提供されるものは、製品・サービスの組合せ

や PSSというモノではなく、顧客の抱える課題の解決策、すなわちソリュー

ションとして捉え直すことが適切となる。

ここに「製造企業のサービス成長」研究がソリューション研究に合流する

契機が生まれる。2000年代前半、Galbraith（2002）は “integrated solutions”

を提唱6）。製造企業のサービス化研究とは離れた産業組織研究の立場から、
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製造業を含む企業が製品中心型から顧客中心型に組織改革し、自社製か外部

調達かを問わず製品・サービスを組み合わせて顧客価値の実現を図るソ

リューションの意義を再確認。そして、彼が産業組織論と並んで多大な業績

を挙げた戦略論の立場から、内製・外部調達の比率と製品・サービスの統合

度の二次元フレームワークにより企業戦略を決定し、その戦略に応じてフロ

ント・バック、両エンドの組織再編を行うことを提案した。

Galbraith（2002）によりソリューションへの関心が実務家・研究者双方で

高まると、「製造企業のサービス成長」研究の内部においても、ソリューショ

ンの観点からサービス化にアプローチする動きが胎動し、Tuli, Kohli and

Bharadwaj（2007）は、従来の「製造企業のサービス成長」研究は製品とサー

ビスのイノベーティブな組合せにフォーカスし過ぎであり、製造企業が顧客

プロセスにおいて顧客とのコンタクトにより課題を把握し、顧客と協働して

課題解決にあたるソリューションとしてアプローチし直すことを主張した7）。

（2）「製造企業のサービス成長」研究におけるソリューション研究の展開

Tuli, Kohli and Bharadwaj（2007）は、ソリューションはサプライヤーと

顧客の協働プロセス（“a customer-supplier relational process”）と概念すべ

きであり、協働プロセスは「顧客要求の定義（customer requirements defini-

tion）」「ソリューションのカスタマイズと実装（customization and integration

6） 1980年代、欧米ではインフラ・プロジェクトが民間開放され、私企業がインフラ建設

だけでなく運転管理も盛んに請け負うようになると、BOT（build-operate-transfer）を

中心に “integrated solutions” 研究が一時活性化（Brady, Davies and Gann 2005）。し

かし、仇花的なブームに終わっていたところ、Galbraith（2002）を契機として研究

者・実務家双方から “integrated solutions” への関心が高まる。

7） “Transition to service” モデルは、製造企業が究極的にはサーピス・プロバイダに変

容することを想定している。とすれば、ソリューションは究極的には製造・サービス

の組合せに限定されず、純粋サービスで構成されるものもあり得る。しかしながら、

「製造企業のサービス成長」研究の枠内で、ソリューション研究に取り組む者は、製

品・サービスの組合せによるソリューションを当然の前提として、「製造企業」のみ

を射程に入れた分析フレームワークを構築し、研究を展開してきた。脱製造企業を掲

げる “Transition to service” モデルに矛盾するとまで言わなくても、整合性に欠ける

面があるのではないか。
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of goods and/or services）」「ソリューション実施（deployment）」「ソリュー

ション提供後の顧客サポート（post-deployment customer support）」の４段

階から成り、サービス成長を目指す製造企業は「ソリューションのカスタマ

イズと実装」と「ソリューション実施」のみに専心する傾向があるが、顧客

企業に対するフィールド研究に基づき顧客との協働は４段階全てで重要であ

ると勧告した。

Tuli, Kohli and Bharadwaj（2007）を受けて、製造企業のサービス化とは、

製品とサービスのイノベーティブな組合せによる顧客価値の実現であるとす

る立場8）を維持しつつ、「製造企業のサービス成長」研究の枠内においても

ソリューション研究が展開される（e.g. Davies 2004 ; Davies, Brady and Hob-

day 2007 ; Nordin and Kowalkowski 2010 ; Windahl and Lakemond 2006）。

Brady, Davies and Gann（2005）は、ソリューション・プロジェクトでは、

従来の製品・サービスの組合せの提供に比べて長期の顧客へのコミットメン

トが求められるとし、Tuli, Kohli and Bharadwaj（2007）の４段階ライフ・

サイクルを拡張。「顧客要求の定義」に先立ち顧客の事業状況、課題、計画

等を把握した上で、個別プロジェクトを開発する準備段階が必要であると提

案、顧客との協働プロセスを個別のソリューション取引に限定せず、恒常的

な長期関係と見るべきとした。

また、Davies, Brady and Hobday（2007）は、1960年代以降のインダスト

リアル・マーケティング研究を踏まえ、垂直統合によりシステムを構成する

製品とサービスをすべて内製供給しようとする “systems seller” と、自社内

製に拘らず外部調達した製品・サービスをインテグレートする “systems in-

tegrator” を対比し、製造企業が如何なる戦略と組織改革を実行しソリュー

ションを提供しようとしているかを事例研究した。製造企業のサービス成長

8） Galbraith（2002）が製造企業だけでなく全業種の企業を対象として “integrated solu-
tions” を提案しているように、通常のソリューション研究では、ソリューションの提

供者は製造企業に限られず、ソリューション提供も必ずしも製品なり、製品・サービ

スの組合せなりを必要とはしていない。この点が、「製造企業のサービス成長」研究

の枠内で行われたソリューション研究と Galbraith（2002）等とを分かつ垣根である。
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においては、通常、“systems seller” と “systems integrator” の中間形態が選

択され、製造業とは逆方向ながらサービス・プロバイダが製造企業との提携

等により市場参入する事例を明らかにした。

（3）ソリューション開発・提供における企業連携

製造企業のソリューション・プロバイダ化について、Penttinen and

Palmer（2007）は、マーケティング戦略研究を援用して、製品とサービスの

組合せにおける構成要素の外部調達可能性（integrated-modular）と “buyer-

seller” 関係での協働の疎密（transactional-relational）の二次元フレームワー

クを考案。４社の事例研究により、製造企業の二次元フレームワークにおけ

るポジショニング移動において、外部調達性では “modular”（モジュール）

から “integrated”（擦合せ）、協働の粗密では “transactional”（取引契約関係）

から “relational”（協働関係）に向けた動きを認め、製造企業のソリューショ

ン・プロバイダ化は顧客ニーズに強く影響されることを実証した。

また、顧客プロセスにおける顧客・サプライヤーの協働に関して、Evan-

schitzky, Wangenheim and Woisetschläger（2011）は、ソリューションにお

ける顧客・サプライヤーの相互依存構造を明確化。Storbacka（2011）は多国

籍企業10社の事例研究を通じて12のソリューションに係るケイパビリティを

明らかにし、製造企業は顧客の製造プロセスに関与することで把握した顧客

事情に基づいて、顧客が抱える顧客固有の課題を戦略的に解決することが重

要であるとした。

Friend and Malshe（2016）は、59社117マネージャとのフィールド調査に

より、サプライヤー・顧客双方に対する調査を実施。サプライヤー、顧客を

含むネットワークの中で、サプライヤーたる製造企業がソリューションを開

発提供する上で欠くことのできない資質として「多様性への配慮（diversity

sensitivity）」「顧客企業との複数の接点（multipoint probing）」「統合力（or-

chestration）」「安定性維持力（stability preservation）」を明らかにした。

なお、Tuli, Kohli and Bharadwaj（2007）以降、Evanschitzky, Wangenheim
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and Woisetschläger（2011）など主要研究は、サプライヤーと顧客との二面

関係にフォーカスしてソリューションの開発・供給等を研究してきたが、そ

の過程で、サービスの供給者である製造企業と受益者である顧客にのみ注目

するだけでは足りず、製造企業・顧客を含むネットワークにおいて、如何に

ソリューション・ニーズが発見・把握され、ネットワーク構成企業が如何に

協働して、製品とサービスを組み合わせてソリューションを開発し提供する

かが、ソリューション理解の鍵であることが明らかになった。そして、これ

がネットワーク構成者の価値創造に向けた協働に関するネットワーク研究へ

の道を拓くこととなった。

� 転換期を迎えた「製造企業のサービス成長」研究

2000年代以降、「製造企業のサービス成長」研究は急速な成長を遂げたが、

“Transition to service” モデル、SSC・SSPのサービス分類、顧客・サプライ

ヤーの価値協創など研究の基礎となった概念について、2010年代央以降見直

しがスタートしており、研究は転換期を迎えている。そして、現在進行中の

研究は従来の製造企業のサービス化に関する考えを根底から革新する可能性

を秘めている。

１．サービス化の意義の見直し

第一に、製造企業のサービス化は、Vandermerwe and Rada（1988）以来、

市場・産業の成熟期における企業収益の改善に第一に意義があるとされてき

たが、製造企業のサービス化と企業収益に定量的な相関関係が発見できない

まま今日に至っており、2010年代央以降、はたしてサービス化は企業収益改

善が目的であるのか、疑義が呈されている。

実務家・研究者に対して「製造企業のサービス成長」の重要性を認識させ、

その後の議論・研究の隆盛を創り出したWise and Baumgartner（1999）は、

サービス市場には製品市場より大きな収益機会と高い収益率が存在すると主

張したが、現実の企業経営において、製造企業のサービス成長は実現容易で
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はなく、巨額のサービス投資が企業収益に改善効果をもたらさない事例が続

出した。この “service paradox”（Gebauer, Fleisch and Friedli 2005）につい

ては、Oliva and Kallenberg（2003）とMalleret（2006）は、工作機械・産業

機械・機械部品等資本財メーカーに関する事例研究に基づき、サービス提供

の収益率は製品販売よりも高いと反論したが、現時点まで産業全般にわたる

実態調査はなく、結論は得られていない。

Potts（1988）は、そもそも収益率がサービスの種類により異なる以上、製

品販売とサービス提供の収益率を単純比較できないとしたが、Suarez, Cusu-

mano, and Kahl（2013）はソフトウェア企業の事例研究により Potts（1988）

の指摘を実証。個別企業のサービス部門の収益率は、提供されるサービスの

種類ではなく、当該企業の企業収益全体に占めるサービス収益の比率により

決定されており、サービス化そのものが製造企業の収益率の改善を約束する

ものではないとした。

また、Suarez, Cusumano, and Kahl（2013）に先立ち、Gebauer, Gustafsson

and Witell（2010）は、製造企業が多様なサービスを提供する能力を獲得し、

複雑な顧客ニーズに対応できることが企業競争力につながるとし、「製造企

業のサービス成長」の意義は直接的な企業収益への貢献にあらず、製造企業

の顧客ニーズ対応能力の拡大にあることを示唆したが、この示唆について実

証研究が Suarez, Cusumano, and Kahl（2013）以降展開された（Lay, Copani,

Jäger and Biege 2010 ; Dachs, Borowiecki, Lay, Jäger and Schartinger 2014 ;

Raddats, Baines, Burton, Story and Zolkiewski 2016）。

一方、Benedettini, Swink and Neely（2017）は、製造企業のサービス化が

企業収益に与える効果について、視点を変えて、米国の倒産メーカー74社と

事業存続メーカー199社を対象としてサービス成長と企業倒産率の相関関係

を回帰分析したところ、製造企業のサービス化には倒産防止効果があまり認

められなかった。彼等は、製造企業からサービス・プロバイダへの「進化」

には意味が乏しく、製造企業が “Good-dominant logic” を貫徹してサービス

化に代わり製品多角化を推し進め、サービスについても、製品多角化により
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一層多様な「製品関連サービス（product-related services）」を提供できた場

合、倒産確率が低下することを示した。

これまで、製造企業のサービス化は、戦略論の観点から、（i）企業収益の

増加（Wise and Baumgartner 1999 ; Oliva and Kallenberg 2003）と安定化

（Malleret 2006）、（ⅱ）製品コモディティ化に対抗した差別化（Mundambi,

Doyle and Wong 1997）、マーケティング論の観点から、（ⅲ）顧客関係の緊

密化による（Eggert, Hogreve, Ulaga and Muenkhoff 2014 ; Fischer, Gebauer

and Fleisch 2012）顧客囲込みと販路拡大等を目的とするとされてきた。し

かしながら、1980年代の研究開始から約40年が経過した現在も、製造企業の

サービス化と企業収益との相関関係を実証できないため、上述のように、

2010年代央以降、これまで定説とされてきた基礎概念を見直す動きが登場し

ている。

２．“Transition to service” モデルの見直し

第二に、Wise and Baumgartner（1999）, Oliva and Kallenberg（2003）” 以

来、「製造企業のサービス成長」研究において基礎概念とされてきた “Transi-

tion to service” モデルにも再検討の動きがある。

（1）製造企業のサービス化における単線発展論への疑義

Ⅲで見たように、Oliva and Kallenberg（2003）等の成長期の研究は、製造

企業のサービス化を製造企業が円滑かつ連続的にサービス・プロバイダに変

容していくプロセス（“an unidirectional transition from a pure product manu-

facturer to a pure service provider along a product-service continuum”）とし

て捉えてきた。サービス提供は伝統的な部品供給・保守点検・修理等のサー

ビスから、顧客の R&Dサポートなり本来業務のアウトソースの引受けな

ど先進的なサービスに、段階的（gradual）かつ連続的に（sequential）に変

化すると仮定してきた（Böhm, Eggert and Thiesbrummel 2017 ; Benedettini,

Swink and Neely 2017）。
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この単線発展モデルに関しては、既に2000年代に Johnstone, Dainty and

Wilkinson（2008）が、航空機部門の３企業の事例研究に基づき、（i）サービ

ス成長の最適戦略は複雑な段階を経て確立する、（ⅱ）その過程で製造企業

には確たる方針や方向があるわけでも、連続的に成長発展していくわけでも

ない、（ⅲ）最適戦略は、製造企業が顧客の要求のままに動いていたら成立

していた、偶発的なものであることを指摘していた。はたして “a product-

service continuum” 上を “an unidirectional transition from a pure product

manufacturer to a pure service provider” が現実界で起こり得るだろうかと、

彼等は先駆的に疑義を呈していた。

確かに、如何なるサービスが市場で成功するかを、製造企業が先験的に

知っているとは考え難く、サービス化に取り組む企業は試行錯誤を通じ最適

解を模索し、個別事情に最適なサービス化に最後に辿り着くと考えるのが現

実的である。Martinez et al.（2017）は、エンジニアリング・福祉教育関連

３社の事例研究に基づき、製造企業の “service journey” は通説の想定する

ような単線的発展経路を辿らず、複雑な経路を辿ると指摘。かつ、サービス

についても、伝統的なインダストリアル・サービスから先進的サービスにシ

フトするわけではなく、同一企業でインダストリアル・サービスから先進的

サービスに至る全サービスが混在するのが常態であると指摘した。

（2）製造企業のサービス・プロバイダ化への疑義

Martinez et al.（2017）は、“Transition to service” モデルの単線的発展に

対するアンチテーゼを事例研究で示した。同時に、製造企業が伝統的サービ

スから先進的サービスに至る全サービスを提供している点も明らかにしたが、

これは製造企業（a pure product manufacturer）がサービス・プロバイダ

（a pure service provider）に変容するとする “Transition to service” モデル

の仮説へのアンチテーゼである。

Martinez et al.（2017）と同時期に発表された Salonen, Saglam and Hacklin

（2017）は、「製造企業のサービス成長」研究における “an unidirectional tran-
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sition from a pure product manufacturer to a pure service provider along a

product-service continuum” の仮定をドグマであると断じ、サービス化は製

造企業からサービス・プロバイダへの変容ではなく、製造企業が “Good-

dominant logic” に基づいて製造事業を強化する（reinforcement）するため

の手段であるとして、製造企業のサービス化に関する通説の見直しを求めた。

そもそも “Transition to service” モデルは現実分析のための仮説に過ぎず、

Oliva and Kallenberg（2003）も “such evolution is not expected and, indeed,

did not find evidence for it” として、将来の実証研究による確認・修正を期

していた。にもかかわらず、その後、同モデルは実証されることなきまま定

説化し、製造企業は “a product-service continuum” 上でサービス・プロバイ

ダに向けて不可逆的に変容し、各時点のサービス化水準は事業・製品を問わ

ず概ね同一であるとドグマ化してしまう9）（Gebauer, Edvardsson, Gustafsson

and Witell 2010 ; Windahl and Lakemond 2010）。

これに対し、Martinez et al.（2017）は、製造企業では「常に」伝統的サー

ビスから先進的サービスに至る全サービスが提供されており、いずれに特化

しているわけではないと指摘した。Salonen, Saglam and Hacklin（2017）が

主張するように、製造企業のサービス化は製造企業のサービス・プロバイダ

への変容ではなく、“Good-dominant logic” による製造事業のサービスによ

る強化であるならば、製造企業のサービス化の目的がサービス・プロバイダ

化そのものではない以上、個別の事業・製品に応じてサービス化の進展が異

なり、製造企業は収益最大化のため積極的にサービス内容を事業・製品毎に

変えるであろう。

Salonen, Saglam and Hacklin（2017）を踏まえれば、Martinez et al.（2017）

は、（ⅰ）製造企業はサービス化プロセスにおいて先進的サービスを理想と

9） 製造企業のサービス化は、市場成熟化や新興国メーカーとの競争などへの対応策であ

り、一つの企業においても、かかる条件は事業・製品により異なり、当然、最適なサー

ビス化の水準も事業・製品で異なる。したがって、特定企業におけるサービス化水準

は事業・製品により散らばりがあり、伝統的サービスと先進的サービスが混在してい

るのが通常であろう。
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して追求しているわけでも、製造事業者を脱してサービス・プロバイダ化し

ようとしているわけでもない、（ⅱ）製造企業は、あくまでも製造事業を中

核事業として、各事業の市場特性・競争状況等に応じて製品イノベーション、

製品差別化、コスト競争など最適戦略を採用する、（ⅲ）仮に製造企業がサー

ビス化を競争戦略として採用する場合でも、事業に応じて “a product-service

continuum” 上で様々なポジションを採ることを示しているとも解釈できる

（ただし、残念ながら３事例研究であり、通説を覆すだけの力はない）。

この点、いち早く “Transition to service” モデルの見直しを求めた Kowalk-

owski, Windahl, Kindström and Gebauer（2015）は、特定企業が、さらには

特定企業の一部門が “a product-service continuum” 上で製品に応じて多様な

ポジションを採る事実を指摘し、製造企業が戦略的に、敢えて特定顧客には

伝統的なインダストリアル・サービスを提供し、他の特定顧客には「結果志

向」型の先進的サービスを提供している可能性を示唆した。サービス提供に

投入できる経営資源には限りがあり、製品事業も市場・競争状況等に応じて

最適なサービス化は異なる。とすれば、製造企業はサービス化の観点から事

業ポートフォリオを考え、企業収益の最大化に向けて、事業・製品毎にサー

ビス提供を最適化することが合理的である。先行研究でも、製造企業による

サービス化のポートフォリオ管理につながるアイデアが提示された。

なお、“Transition to service” モデルでは、“a product-service continuum”

上を結果志向型サービスから使用志向型サービスなり製品志向型サービスな

りに「逆行」することは「悪」とみなされるが、Forkmann, Ramos, Henneberg

and Naudé（2017）, Valtakoski（2017）はこれを「後退」と捉えず、製造企業

の「脱サービス化」（deservitization）現象と指摘し、「製造企業のサービス

成長」研究における新たな検討課題として提案した。Böhm, Eggert and Thi-

esbrummel（2017）は、製造業のサービス化には長期にわたる多数研究者に

よる実証研究の蓄積があるのに対し、「脱サービス化」は実証研究が不十分

であり、更なる実証・理論研究が必要であるとしており、「製造企業のサー

ビス成長」研究における「脱サービス化」の位置づけには慎重な判断を要す
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るが、「脱サービス化」が “an unidirectional transition from a pure product

manufacturer to a pure service provider along a product-service continuum”

の最大のアンチテーゼであることには間違いない。

３．顧客・サプライヤーの二項関係モデルからネットワーク・モデルへの転

換

Ⅲ６で論じたように、Tuli, Kohli and Bharadwaj（2007）以降、Evanschitzky,

Wangenheim and Woisetschläger（2011）など主要研究は、サービス化企業

と顧客との二面関係にフォーカスしてソリューションの開発・供給等を論じ

てきたが、その過程で、視野をサービスの供給者である製造企業と受益者で

ある顧客だけに限定せず、製造企業・顧客を含むネットワークに拡げ、ソ

リューション・ニーズが如何に把握され、ネットワーク構成企業の如何なる

協働により、ソリューションが開発・提供されるのかを研究する重要性が次

第に理解されるようになった（Storbacka, Windahl, Nenonen and Salonen

2013 ; Jaakkola and Hakanen 2013）。

Storbacka, Windahl, Nenonen and Salonen（2013）は、多国籍企業52社に

対する長期研究に基づき、製造企業がネットワークを形成して自社では容易

に内部形成できないケイパビリティを形成・獲得している実態を明らかにし

た。同時期に、Barquet, De Oliveira, Amigo, Cunha and Rozenfeld（2013）, Fer-

reira, Proença, Spencer and Cova（2013）は、製造企業がそのバリュー・

チェーンにおける主要アクターと提携関係を発展させることの重要性を指摘

し、Karatzas, Johnson and Bastl（2017）はサービス化企業と部品・サービス

等のサプライヤー、Kohtamäki and Partanen（2016）はサービス化企業と顧

客企業、Finne and Holmström（2013）はサービス化企業と中間取引企業（in-

termediaries）との協働関係に関して事例研究を行った。

かかる研究の蓄積により、従来、顧客・サプライヤーの二項関係モデルに

より検討されてきた製造企業のサービス化は、サービス化企業と顧客を中心

としつつも、サービス開発・提供に関与する全主体を含むネットワーク・モ
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デルにより、理解・把握が試みられるようになる。Cova and Salle（2008a）,

Jaakkola and Hakanen（2013）, Windahl and Lakemond（2006）は先駆的にア

クター・ネットワーク理論（Actor-network-theory）の適用を試みたが、ネッ

トワークでの価値の共同創造において、ネットワーク構成企業が有するケイ

パビリティの結合が一つの重要な研究課題となる。

Gebauer, Paiola and Saccani（2013）, Kreye, Roehrich and Lewis（2015）は

事例研究により、ネットワーク構成企業が新たなケイパビリティを共同で創

造することに成功して始めて、新たなソリューション提供が可能となること

を指摘。Ferreira, Proença, Spencer and Cova（2013）は、航空機製造分野に

おいて、製造企業は顧客だけでなく広範な行為主体の関係を含めて協働関係

を構築しており、航空会社など航空機ユーザーのニーズに長期的に対応する

ため、ネットワーク構成企業が有するケイパビリティを結合しているとした。

Story, Raddats, Burton, Zolkiewski and Baines（2017）は、ネットワーク構成

企業に対する事例研究により、製造企業が他のネットワーク構成企業と相互

補完的なサービス戦略を形成し、自社とネットワーク構成企業の経営資源や

ケイパビリティを協働・結合させることの必要性を解明した。

Hedvall, Jagstedt and Dubois（2019）は、Tuli, Kohli and Bharadwaj（2007）

のサプライヤーと顧客の協働モデル、及び Töllner and Holzmüller（2011）,

Petri and Jacob（2016）により拡張されたサービス提供プロセス・モデルを

ソリューションに援用（図６参照）。ソリューション提供プロセスを「協働

活動（collaborative activities）モデル」（Aarikka-Stenroos and Jaakkola 2012）

に倣い “relational processes” と呼び、ソリューションの開発・提供におけ

るネットワーク構成企業の対話と相互作用を Tuli, Kohli and Bharadwaj

（2007）等の先行研究のフレームワークでモデル化することを試みた。

ただし、製造企業が他のネットワーク構成主体とケイパビリティを結合す

ることは一筋縄で行くことではなく、サービス化企業としては、外部企業に

依存することで事業コントロールの自由を失うことを懸念し、部品・サービ

ス等のサプライヤーとネットワーク関係を構築できないケースが多い（Huk-
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kala and Kohtamäki 2017）。このため、製造企業のサービス化を製造企業と

顧客の二面関係でなくネットワークで理解する立場は理解されつつも、依然、

製造企業のサービス成長に関する戦略研究では、ネットワーク・モデルから

のアプローチは限られており（Kowalkowski, Gebauer and Oliva 2017 ; Rad-

dats, Kowalkowski, Benedettini, Burton, and Gebauer 2019）、今後の研究が

期待されている。

なお、従来、製造企業のサービス成長は内生的なものと考えられ（Luoto,

Brax and Kohtamäki 2017 ; Valtakoski 2017 ; Böhm, Eggert and Thiesbrummel

2017 ; Benedettini, Swink and Neely 2017）、「製造企業のサービス成長」研究

では、M&Aは取り扱われてこなかった。しかしながら、現実には、製造企

業は同業他社の買収によりサービス提供対象となる設置ベース（installed

base）を増やし、自社のサービス成長にとり重要な役割を果たす企業を買収

することで、経営資源やケイパビリティを拡充・獲得している。このため、

Raddats, Kowalkowski, Benedettini, Burton, and Gebauer（2019）は、サービ
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Requirements
Definition

Customization
and Integration Deployment Postdeployment

Support

図６ Petri and Jacob（2016）, Tuli et al.（2007）and Töllner et al.（2011）
に基づく製造企業のサービス提供プロセス
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ス提供研究における二項関係モデルからネットワーク・モデルへのシフトに

伴い、経営資源・ケイパビリティ獲得の一つの選択肢としてM&Aも研究

対象とすることを提言している。

� 結語

「製造企業のサービス成長に関する先行研究」は、“Transition to Service”

モデル、Mathieuによる SSP・SSC分類等の基本理論をコアとして、製造企

業のサービス成長に向けた企業戦略がまとめられ、また、サービス成長を追

求する上で必要となる組織・経営資源・ケイパビリティも研究が行き届いた、

一見、体系的で堅牢な研究領域に映る。

しかしながら、「製造企業のサービス成長」研究は、基本フレームワーク

とされる “Transition to service” モデルや Tukker（2004）等のサービス発展

段階モデルが一向に妥当性を検証されず仮説のまま放置されているなど、過

去40年間の研究蓄積にも関わらず中核的なパラダイムの構築に成功し得てい

ない。そもそも、製造企業のサービス化の意義についても、Vandermerwe

and Rada（1988）以来掲げられてきた、市場成熟期における企業収益改善の

効果は確認されず、同業他社との競争でも「横並び競争」の結果差別化につ

ながらないことから、改めて「何のためのサーピス化か」を問い直さざるを

得ない状況となっている。

こうした中、2010年代央以降、「製造企業のサービス成長」研究は、Ⅳで

概観したように全面的な見直しがスタートしており、製造企業のサービス化

が “Transition to service” モデルの想定するような「脱製造業」（サービス・

プロバイダ化）を意味しないならば、製造企業はサービス化において何を目

指すべきであるのか？サービス・プロバイダ化というゴールがなくなると、

製造企業は個々の事業・製品毎に最適なサービス化を探求しなければならな

くなるが、企業は全事業・製品のサービス化をポートフォリオ管理しなくて

はならないのだろうか。

2000年代以降、ソリューション研究が Galbraith（2002）を契機としてブー
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ムとなると、Ⅲ６で示したとおり、「製造企業のサーピス成長」研究でも、

製造企業のサーピス化を製品・サービスの組合せ提供に代わり、顧客課題を

解決するソリューション提供として捉え直すことが Tuli, Kohli and Bharad-

waj（2007）により提案された。ソリューションはサービス提供者と顧客と

の協働が必要とされるだけでなく、ソリューションが高度化・複雑化すると

顧客・サプライヤー以外の多数関係者の関与・協働が不可欠となり、その付

加価値創造はますます複雑の度を加える。

我が国でも、製造企業のサービス化への関心が、欧米に２周回遅れながら、

「モノづくり」と「コトづくり」の対比により高まりつつあるが、上記のと

おり「製造企業のサービス成長」研究自体は今まさに再構築の時期を迎えて

おり、定説も含めて根底から見直されようとしている。本稿は、ただでさえ

「バベルの塔」状態にある「製造企業のサービス成長」研究に一つの「地図」

を提供しようとしたものであるが、読者がゼロ・ベース見直しに対処する上

でも、いささかなりとも役立てれば幸いである。

（筆者は関西学院大学商学部准教授）
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